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大規模災害時の自治体間広域
連携の取り組みと今後の課題 

常葉大学大学院環境防災研究科 
重川 希志依 



東日本大震災での広域応援 

V迅速な消防，警察，自衛隊，国交省など組
織的広域応援体制の力 

 

V初めて大規模応援活動に取り組んだ全国
知事会，全国市長会，全国町村会，関西
広域連合 

 

V日頃からのつながり、顔の見える関係 

 

 



最も早く応援に来たのは日頃からの交流を 

持つ自治体（姉妹都市，災害時応援協定，イ 

ベント，政令市など） 

 

 気仙沼市･目黒区（さんま） 

 名取市･南アルプス市（あやめサミット） 

 

日頃からのつながり 



初めての大規模･長期的な応援活動 

 

ex）全国市長会  

 ①平成２３年３月２２日 総務省 人的支援協力依頼文 

 ②全国市長会 平成２３年３月３０日 人的支援協力依
頼文発出 

 ③平成２３年４月７日までに回答 

 ④総務省を通じ要請のあった被災県に報告，被災県で
調整後，被災県・市町村から連絡 

 ⑤派遣開始 

 

全国知事会，全国市長会，全国町村会，関西
広域連合などの組織的な取り組み 
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ex)広域応援の内容<全国知事会> 

 

•人的支援及び斡旋(都道府県職員) 

•救助･応急復旧・ヘリ情報収集・応急危険度判定士
・ケースワーカーなど 

•物的支援及び斡旋 

•施設や業務の提供及び斡旋(都道府県施設) 

•医療機関，火葬場，ゴミし尿処理施設・仮設住宅用
地・物資拠点施設など 

全国知事会，全国市長会，全国町村会，関西
広域連合などの組織的な取り組み 
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阪神･淡路大震災時の災害対応 

Vあらゆる防災の仕事が民生局に降ってきた。 

V何をするにしてもすごい量。食料は毎日20万
食、罹災証明は50万件。 

V体力も精神力もぎりぎりの状態で、なおかつ
初めて経験する仕事を、しかも全市的に大量
にこなす  

V日常業務をこなしながら良くやれた。障害者
、高齢者、児童、本来の業務が手遅れに。 

質・量ともに想像のつかない世界 



 

 

災害時における行政の対応業務の変化 

 

 

 
 

     

   

   

 

 

   

   

業務の質
の変化 

業務量の増大 



2004年新潟県中越地震  

小千谷市役所最初の3日間 
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現状における問題点 
(国、県、市職員との勉強会) 

V決定的にイメージ力が弱い 

V具体的な手続き、手段、関連資料を個々の
職員が熟知しているわけではなく置きっ放し 

V個別には優秀な職員がいるのに、みんなの
知恵を体系化・文書化・共有化することがで
きていない 

Vマニュアルは作っても質的向上を怠っている 



 

etc 

( ) etc 

 

( ) 

 

( ) 

ǵ3ǫǵ ὡᾍꜘ ҵ 

etc 

 

( ) 

  ( ) 

( ) 

( ) 



生命･財産を守る 

被災者の生活維持 

生活再建･復興 

ҧ ᾍꜘ һ ʝϷ Ӿ ᾍꜘ̱Ѱ ′  
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第1章 災害応急対策活動体制 

第2章 情報の収集・伝達 

第4章 相互応援協力・派遣要請 

第5章 消防・危険物対策 

第6章 水防活動 

第8章 警備・交通規制 

第9章 緊急輸送 

第10章 救助・救急 

第11章 医療救護 

第13章 帰宅困難者対策 

第15章 遺体の取り扱い 

 

第3章 災害救助法の適用 

第7章 避   難 

第12章 飲料水・食料等の供給 

第14章 ゴミ・し尿・がれき処理 

第16章 応急住宅対策 

第17章 ライフライン施設の応急・復旧 

第18章 公共施設等の応急・復旧対策 

第19章 応急教育等 

第20章 応急生活対策 

 

第21章 激甚災害の指定 

 

第3部 災害応急対策計画 

第4部 震災復興計画 
第1章 復興の基本的考え方 

第2章 震災復興計画の策定 

○○市 

地域防災計画の例      

～3日間 

～3年間 

～10年間 

74頁 

71頁 

6頁 



救助，救急，消火，避難誘導，医療など 人命・財産保護 

被災者の生活維持 

被災者生活再建支援業務 

避難所，物資供給，住宅の応急修理，仮設住宅，資金貸与，埋葬など 

住宅再建，家計・経済立て直し，新たなくらしへの適応など 

一般行政職の人が中心            
（情報の蓄積や効果の検証などの実績乏しい） 

被災者の生活維持 ライフライン・公共施設復旧など 

技術職・専門職の人が中心            
（情報の蓄積と次の災害への改善） 

応急～復旧対応 

復旧～復興対応 



○○市災害対策本部分掌事務 

市民部 市民課 り災証明書に関すること 

福祉部 福祉総務課 災害救助法に基づく事務の
総括 
被災者生活再建支援制度に
関すること 
見舞金・災害弔慰金の給付
に関すること 
義援金の配分に関すること 



○○市災害対策本部分掌事務 

産業経
済部 

商業労政課 緊急物資の調達・配給・斡
旋に関すること 
緊急物資集積所の開設・運
営に関すること 

建設部 施設建設課 応急仮設住宅の建設，入居
及び管理に関すること 

都市整
備部 

建築指導課 応急危険度判定に関するこ
と 
 



異質な業務＝生活再建支援に関わる業務 

東日本大震災から1か月後の市役所の中 

り災証明書発行、応急仮設住宅申込み、

家屋解体受付、がれき撤去受付、ゴミ・汲

み取り相談、半壊住宅取り壊し申込み、本

人証明書発行、自動車車検・登録相談、

仮埋葬受付、災害弔慰金受付、住宅応急

修理受付、被災者生活再建支援金受付 
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V建物被害認定調査(自治事務) 

Vり災証明書発行(自治事務) 

V住宅応急危険度判定調査(ボランティア) 

V仮設住宅建設・維持管理(災害救助法) 

V住宅応急修理制度(災害救助法) 

Vがれき処理(災害廃棄物処理事業) 

V被災者生活再建支援制度(被災者生活再建支
援法) 

V生活再建相談窓口業務 

1  

2  

 

2  

3  

3  



з.一連の生活再建支援業務と  
  り災証明書発行 
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и．借り上げ仮設住宅の供与 



 

 

 

   

44,211 

48,128 

48,839 

49,863 

59,943 

68,177 

8,740 

10,573 

19,041 

H26.3

H25.3

H24.5

 35.9   50.1  



プレハブ仮設 借上げ仮設

阪神・淡路大震災 48,300戸 139戸

新潟県中越地震 3,460戸 177戸

東日本大震災 48,839戸68,177戸

岩手県 ３，５９９戸
宮城県 ２８，０５０戸
福島県 ２５，３８８戸
その他 １３，１４０戸



プレハブ仮設住宅 

①建設戸数の確定 ⇒ 所在確認と入居希望調査 
②間取りを配慮 ⇒ 単身、2世代、3世代など 
③建設用地の確保 ⇒ 公有地／民間所有地 
④インフラ整備 ⇒ 道路、上下水、電気、ガスなど 
④募集 ⇒ 入居方針の検討(弱者、コミュニティなど) 
⑤受け入れる地域コミュニティの理解 
⑥維持管理体制 ⇒ 苦情受付と処理体制  
⑦仮設閉鎖 ⇒ 閉鎖時期の決定、集約、意向調査 



(H25.5.1)

41%

9%

50%

東日本大震災において初めて大規模に採用された『民間
賃貸住宅の借り上げによる応急仮設住宅供与』 

 

借上げ仮設住宅 

借上げ仮設          プレハブ仮設 





宮城県の対応 

VH20年岩手・宮城内陸地震時に経験あ
(マッチング方式) 

V厚労省の通知を受け5月13日付で市町村
に切り替え方式認める通知 

V最大26,000戸の借上げ仮設供与 

 

Vそのうち4月30日以前に自ら借りたケース
は約1万件 



宮城県の対応 

V宮城県Ҟ所有者Ҟ入居者の三者契約 

V2013年9月，封も開けられていない契約書
が山積み 

 

V26,000件の個別契約と支払業務は県の平
常業務ルールではとても対応できない 

 



V物理的なコミュニティを構成することが
困難 
Vプレハブ仮設居住者／借り上げ仮設

居住者相互が抱く不公平感 
V行政からの情報過疎 
V官・民からの支援策が届きにくい 

 
V避難所生活の回避・早期解消 
 

予想される問題点 



借上げ仮設住宅居住者の特徴1 

V避難所生活未経験、あるいは滞在しても短
期間 

V親類や知人のつてを頼った避難生活 

V自腹で買い物、自力で移動という当たり前
の生活を直後から続けている 

V避難所や仮設住宅でお世話になることは、
考えてもみなかった 

V住宅ローンを抱えていない、地震保険金受
取り、仕事があるなど経済的に優位な理由 
 



借上げ仮設住宅居住者の特徴2 

V住宅の格差が大きい(オートロック付き
マンション～借り手のなかった不良物件
まで) 

V生保，母子家庭，有障害者の存在が顕
在化 

V借家層が家賃無料の不公平感 

V居住者に「仮設住宅」の意識が希薄化 
 

  



1)質の異なる業務への対応 

˺ 

•予算，費用の確保 

•処理時間，対応時間の短縮 

•動員体制の確保 

•災害対応プロセスの理解 

•業務を明確にする手順書の作成 

•応援活動等を通じ現場でなければ分らない
体験の蓄積 
 

 

災害時における業務の変化への対応 

2)膨大な業務量への対応 



大規模災害への対応 

1.災害対応プロセスの理解 

 

V次の日に何がおこる、3日後に何がお
こる？ 

V今やっていることが正しいのか間違って
いるのか    

Vその結果どのような事態が生じるのか 

Vゼロの瞬間からどれだけ早く立ち上げ
られるか 

    



2.役割分担の再検討 

 

1)行政にしかできないこと 

 

2)行政以外(被災者、ボランティア、企業etc)
でもできること 

 

3)行政以外(被災者、ボランティア、企業etc)
の方が得意なこと 

 

大規模災害への対応 



3.行政間の役割分担 

 

1)地元自治体職員(受援側)でなければでき 

    ないこと 

 

 

 

2)他都市自治体(応援側)でもできること 

 

 

復興まちづくり ？？？ 

大規模災害への対応 



4.支援場所の再検討 

 

1)被災地でしかできない支援業務 

 

 

 

2)遠隔地でもできる支援業務 

 

 

大規模災害への対応 



費用負担 

V自治体による他都市応援に伴う経費試算 

  ある被災自治体に対する被害認定調査応援活動 

 

 2011年5月1日～2012年3月19日(43週) 

       関西のある自治体10人 

       関東のある自治体10人 

 総額 3億円 

      人件費 2億1千万円（@35,000） 

       交通費・宿泊費 9千万円  

 



４.地域防災計画の災害対応業務の抜本的見
直し 

V全て行政が抱えなければならなかった 

   一部業務については民間協定・委託も行われ  

   るようになったが、まだまだ「すべて自分たちが 

   」の意識は強い 

V全て被災地で抱えなければならなかった 

   執務場所、被災地外での避難所設定、仮設住 

   宅など 

 

大規模災害への対応 



V阪神で受援、東日本で応援の経験 

Vヒアリング、職員WSで作成 

V地域防災計画「地震対策編」応急対応計
画「第３章広域連携・応援体制計画」に位
置づけ 

Vさらに防災対応マニュアル中の「広域災害
支援受入れマニュアル」に広域災害支援受
入れフローを策定 

 

神戸市災害受援計画(Ｈ25.3) 



受援計画の策定(神戸市) 

緊急(災害)業務 

経  常  業  務 

①中止する業務(経常) 

②各課で対応可能な業務 

③支援を要する業務 

１．業務の見直し 



受援計画の策定(神戸市) 

２．業務シートの作成 

•既存の業務フロー・マニュアルの有無 

•活動拠点スペースの有無 

•資機材の有無 

•帳票類の有無 

•民間活用の可否 など 



迅速な消防，警察，自衛隊，国交省など組織的広域連携体制の力 

なぜそれが可能だったのか？ 

職能集団という前提はあるものの， 

①事前に法制度で位置づけ，明文化、詳細な活動計画の
事前作成 

②派遣職員の事前登録，組織化が図られている 

③派遣手順，指揮命令系統が事前に定められている 

④職制（階層）に応じてやるべき業務（所掌業務），権限（決
定権）が明確になっている 

⑤現場に権限が委譲され、現場レベルでの組織間の情報
共有はなされた 

⑥業務の多くは平常業務の延長線上 

⑦Logisticsの充実 

 



ὡ  
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国土交通省(TEC-FORCE) 

制度化され以下のことが事前に明文化されている 

 

【派遣基準】 派遣するべき事案の基準が決まっている 

【任命制度】 派遣メンバー2,612名が事前に登録 

【スキルアップ】 事前の職員研修制度がある 

【費用負担】 国交省負担 

【派遣手順】  

【指揮命令系統】  

【前線基地】あらかじめ指定 

 

   



Logisticsの充実 

 

VTEC‐FORCE各班に車(運転手つき)を最低１台
確保 

 

VTEC‐FORCE現地班に後方支援職員(ロジ班)を
配置 

    車両確保．宿舎手配 

    飛行機等交通手段確保 

    物資要請・調達・送付 

    状況報告 

国土交通省，TEC-FORCE  東日本大震災 



ü Ḹʥ ǵȅȅǮǵ Ҳ 
  1)何も分からない中でフルスペックで派遣 

ü ḸЊ ɵ̟ ǵǦȈǵɩɶɆɵ ǵʥ  

ü ὑǞǭǋǱǒǪǦԍ ˗ ᾍꜘ 
  1)知識の不足，2)装備の不足，3)不安と恐怖 

üLogistics ǵʥ  
  1)長期間にわたる活動，2)広範囲での活動，3)遺体検 

   索・原発事故対応など想定していなかった業務発生 

ü ɵ ɵ όɵ ͪǵ  
  1)行政の縦割り，2)連絡手段の不備 

ü Ǔ֝ȓǦǵǶĝ ḹɪɗɩǮǵ ḸВ Ğ 
 

それでも発生した課題 ex）緊急消防援助隊 

ʝϷ Ӿ ᾍꜘ̱Ѱǵ  
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●助け上手 

 

①組織的な応援は重要だが，員数を集める
だけの「組織的応援」では職員の志気の維
持低下を招く 

 

②応援職員の目的意識の明確化 

 

応援側（助ける側）と受援側（助けられる側）の体制 



  関東ブロックの幹事が茨城県なのです。宮城県から茨
城県、東京都の方に来て、東京都から特別区の区長会
と市長会に分かれてしまうのです。市長会と区長会はま
た別で相互関係が何もないのです。それと、特別区の人
事・厚生事務組合に落ちてきて、事務組合の人が全部
仕切ってきて、人事の職員課長会があって、それから、
第2ブロックの人事の職員課長から、今度技術系職員
が一人一人一本釣りで派遣なのです。寄り合う所という
のも何もない各職員が一人孤立した状態で，自分たち
は一本釣りされたのだから、次の人の派遣の引き継ぎな
んかどうでもいいと皆さん言っていました。自分がちゃん
と健康な状態で帰ってくればいいとい、それしか思って
いなかったのです。（特別区職員） 

応援側（助ける側）と受援側（助けられる側）の体制 



●助け上手 

 

③目的や活動の意義を理解することにより「
業務の質の向上」に積極的な役割を果たす 

応援側（助ける側）と受援側（助けられる側）の体制 



縦系統ではもう無理だと思いました。区の都市整備部長、 

課長、庶務課長、建築課長、課内の供覧と、23区と多摩 

市区長が集まる会があるのですが、そちらの方に全部これ 

を流すようにしたのです。 

それで会議を開いて、ほかの区さんも「ああ、こういうこと 

だったのか、意味がやっと分かった」ということでした。それ 

まで全然事情が分からなくて、これでやっと分かったので 

安心して行けると思ったらしいのです． 

派遣を受けていた人が、外れくじという感覚しか持ってい 

なかった．（特別区職員） 

応援側（助ける側）と受援側（助けられる側）の体制 



●助けられ上手 

 

①経験者のアドバイス（苦労，知恵）を謙虚に
聞く耳を持つ 

 

②応援者に対する感謝の気持ちを持ち，それ
を伝える･表現する 

応援側（助ける側）と受援側（助けられる側）の体制 



5月16日名取市：建物被害認定調査業務 

ほどよい広さの専用室確保 調査用グッズ充実 

データ入力用ＰＣ完備 昼食お弁当まで配布 



V“数への対応”は容易ではない 

 ex）建物被害認定調査 仙台市102万人，石巻市16.6万人の混乱  

V現行のやり方を前提にすることはあまりにも非効率 

V費用効果を考えた他都市応援のあり方を検討 

 個別のつながり，個別交渉は「速い」が「費用の無駄を生む」 

V市民，ボランティア，企業，被災自治体職員，他都市
応援職員の資源配分を検討 

ⅎḢ ˹♥ǵǉȑ  



ⅎḢ ˹♥ǵǉȑ  

V ὡᾍꜘ ҵǵɕɫȹȷǵ  

Vϼș ǞǦҲᴣ ρ 
    Ł ♥ 

    ┴ ὡ ὑ Ł1 ♥ 

    П┴ ͜Ł1ɳ ♥ 

Vꜘ ș ȇ ҵ ń ȐȋȒȀǔ
ҵ  

VɚɧɱɄȡȠɵ ǵҘǵҲᴣ 
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V活動拠点 
   アクセスが容易  

   広い駐車場 

   会議スペース，休憩施設，トイレ など  
    

V後方支援 
   車両確保．宿舎手配，食事 

   飛行機等交通手段確保 

   物資要請・調達・送付 

   状況報告，記録 など 
 

ꜘ ˹♥ǵǉȑ  
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“中越大震災ネットワークおぢや”設立 
2005年10月 

•新潟県中越地震の災害対応で蓄積された経
験と教訓の共有 

•次の災害で経験者としてアドバイス，ノウハウ
の提供 

•そのための人的なつながりの拠点のひとつ 

設立の目的 



 

 



ネットワークおぢやの活動 

１．能登半島地震 

２．新潟県中越沖地震 

３．静岡県小山町水害 

４．東日本大震災 

５．H23年7月福島新潟豪雨災害 

被災地応援活動 研修・トレーニング活動 

１．研修会 

２．建物被害調査トレーニング 


